
第５回  ＰＴＡ役員会 報告書 

２月２０日（木）９:３０～１０:３０（応接室）で行いました。 

 

〈報告〉 

１ 第 2回役員会・実行委員会（書面決議）のご報告 

  急遽書面開催・書面決議とさせていただいたことに感謝を述べました。 

    皆様から決議書をいただき、すべての項目において承認いただいたことをご報告いたしま

した。 

  

２ 今年度のＰＴＡ活動アンケート結果についてご報告いたしました。 

  2月中に保護者の皆様へ文書として配付することをお伝えしました。 

 

３ 令和 6年度 PTA会計について途中報告（教育振興会費も含む）をいたしました。 

   物価上昇に伴う、職業学習の材料費を購入することが困難になってきている現状をお伝えす

ると、PTA 作業学習支援会計を増やす方向で検討していただきました。 

例年 PTA 本会計の教育奨励費より支出していた卒業祝い品を、令和 7年度より生徒個人の

卒業制作費より支出することになるので、その余剰の一部分を PTA 作業学習支援会計に回し

て増額してはどうかと検討しました。 

後日事務とも確認し、今年度から再開した販売学習の売上金が来年度の PTA 作業学習支援

会計に戻入することから、来年度の職業学習の予算に今年度よりゆとりが出るため、教育奨励

費の余剰分は作業学習支援会計ではなく防災対策費にあてることとなりました。ただし、教育

活動充実のためにPTA本会計より作業学習支援会計に必要に応じて予算をつけるということ

をご了承いただきました。 

 

４ PTA のしおりについて 

・PTA 非加入の方へ実費の徴収についてしおりに明記することに決定しました。 

   これまで比加入者にも善意で PTA 会費より防災備蓄品・行事の参加賞や景品・振込事務手

数料等を善意で支出していましたが、令和 7年度より PTA 活動への加入の有無について制度

がかわることから、PTA 非加入の方からは実費を徴収することにする方向で合意をしました。 

   他校ではすでに PTA 非加入の方には参加賞等を配らない、実費を徴収するなどの対応をさ

れていると会長よりご報告いただきました。 

  ・PTA 加入について同意書等を全保護者に配るのではなく、しおりに非加入の方はこれまで

通り申し出てほしい旨を記載し、併せて非加入の場合実費を徴収する旨を記載してお知らせす

ることとなりました。 

 

５ 令和 7年度についての予定を以下の通りお伝えし、承認いただきました。 

・新役員・新 2，3年生学年委員候補者について進捗状況をご報告いたしました。 

     ・新旧役員実行委員引継ぎ会の日程について 

15日（火）12：20～13：20に決定いたしました。 

授業参観と第 1 回進路講演会（2 年）と同日に行うことで、保護者の皆様の来校

回数を減らすことになりました。 

       参加者：旧役員・新役員・新実行委員・旧実行委員長 



     ・ＰＴＡ総会 5月 10日（土）10時 30分（体育館）から 

       参加者：旧役員・新役員・新実行委員・旧会計監査・旧選出委員長 

 

・体育大会は 5月 25 日（土）に開催予定 

参加賞（タオル・水）をＰＴＡより配布予定。 

 

   ・防災備蓄品の購入について、以下のとおりお伝えし、承認いただきました。 

     生徒、教職員、個人の区別なく、PTA 会計防災対策費から購入を進めていく。令和 7

年度入学生徒分を優先的に購入する。 

※R5年度末にこの方針で決定して、R6年度より運用 

〈防災対策費に回す予算額〉 

1人４８０円（年会費増額分）×1年生生徒数（50）＋教職員数（60） 

＝ 52,800円  

 

 

６ 性に関する研修会について 2月 13日（木）実施 

   皆様からの感想をまとめ、後日ご報告することをお伝えしました。 

 

 

７ 家庭での情報モラルに関する研修会 2月 27日（木）実施予定 

  E‐ネットキャラバン様による出前授業 

   午後 13：20 より、高等部 3年生にも同様に出前授業をしていただく予定であることをお

伝えしました。 

 

 

  ８ その他 

   ・給食費の値上げ 400円→420円についてお伝えしました。 

 

   ・令和 7年度よりバスの台数が減ることについてお伝えしました。 

 

 

  ９ 令和 7年度 府支 P 要望書について以下の通りに要望を出すことに決定いたしました。 

① 管理棟へのエレベーターの設置 

② 生徒の実態に応じた教員の配置（男女比の是正や同性介助を行いやすい教員の加配な

ど）や講師を含むすべての教員に人権研修等の研修を徹底し、支援教育の充実を行う。 

 


